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証券コード 8171
2017年４月28日

株主の皆さまへ
名古屋市中区錦一丁目18番22号

代表取締役社長 鈴 木 芳 知
　

第44期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第44期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席賜りますようご
通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットにより議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、2017年５月16日（火
曜日）午後６時までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2017年５月17日（水曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2. 場 所 名古屋市中区丸の内二丁目４番２号

名古屋銀行協会５階 大ホール
（末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください。）

3. 目的事項
[報告事項] 1.第44期（2016年３月１日から2017年２月28日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件
2.第44期（2016年３月１日から2017年２月28日まで）計算書類の内容
報告の件

[決議事項]
第１号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○ 当日ご出席の際は、本招集ご通知をご持参いただき、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ

げます。また、開会時刻間際には受付が大変混雑いたしますので、お早目にご来場くださいますようお願い申しあげます。
○ 第44期定時株主総会招集ご通知添付書類のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第16条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.mv-chubu.co.jp/）に掲載しておりますので、本定時株主総
会招集ご通知添付書類には記載しておりません。
したがって、本定時株主総会招集ご通知添付書類は、監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書
類または計算書類の一部であります。

○ 株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正すべき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイ
ト（http://www.mv-chubu.co.jp/）に修正後の事項を掲載させていただきます。
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議決権行使に関するお願い

当日ご出席の場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご
提出ください。（ご捺印は不要です。）
また、議事資料として本冊子をご持参くだ
さい。

A

書面による議決権の行使の場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示
の上、2017年5月16日（火曜日）午後6時

B
POST

議決権行使書

インターネットによる議決権の行使の場合C
インターネットによる議決権行使のご案内
(３頁)をご参照の上、パソコンから議決権行
使ウェブサイト（http://www.web54.net）
にアクセスしていただき、同封の議決権行使
書用紙に記載された「議決権行使コード」お
よび「パスワード」をご利用の上、画面の案内
にしたがって、2017年5月16日（火曜日）午
後6時までに議案に対する賛否をご入力くだ
さい。

までに到着するようご返送ください。

■書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネ
　ットの行使を有効な行使として取扱います。インターネットで複数回重複して
　議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使として取扱います。
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株主総会にご出席の株主さまへのお土産のご用意はございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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■インターネットによる議決権行使のご案内
インターネットをご利用の株主の皆さまへ

議決権行使の方法及び取り扱いについて

1.インターネットにより議決権を行使される場合は、
当社の指定する議決権行使ウェブサイト
(http://www.web54.net)をご利用いただくこと
によってのみ可能です。同封の議決権行使書用紙右
片に記載の「議決権行使コード」と「パスワード」
が必要となりますのでご注意ください。インターネ
ット接続環境によっては、ご利用いただけない場合
がございます。

2.上記により議決権行使ウェブサイトにアクセスされ
ますと、株主さまご本人にお決めいただく新しいパ
スワードが必要となります。

3.インターネットによる議決権の行使は、2017年5
月16日（火曜日）午後6時まで受け付けますが、議
決権行使結果集計の都合上、できるだけ早めに行使
くださいますようお願い申し上げます。

4.インターネットと書面の両方で議決権を行使された
場合は、インターネットの行使を有効な議決権行使
として取り扱います。インターネットで複数回重複
して議決権を行使された場合は、最後の行使を有効
な行使として取り扱います。

5.議決権行使ウェブサイトをご利用いただくためにプ
ロバイダーへの接続料金及び通信事業者への通信料
金（電話料金）などが必要な場合がありますが、こ
れらの料金は株主さまのご負担となります。

パスワードの取り扱いについて

1.パスワードは、ご投票される方が株主さまご本人で
あることを確認する手段です。他人に絶対知られな
いようにご注意ください。パスワードに関するお電
話等によるご照会にはお答えいたしかねます。

2.今回ご案内する議決権行使コード及びパスワード
は、本総会に関してのみ有効です。ログイン後、パ
スワードについては株主さまご本人がお決めになっ
たものに変更していただきます。

　
インターネットによる議決権の行使に関する
パソコン等の操作方法がご不明な場合

詳細は、下記の専用ダイヤルにお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート

専用ダイヤル 電話 0120-652-031
（受付時間 9:00〜21:00）
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再任

　

議案及び参考事項
第１号議案　 取締役７名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役全員（８名）は任期満了となります。つきましては、より一
層の迅速な意思決定が行えるよう、取締役１名を減員し７名の選任をお願いいたしたいと存じま
す。
　なお、取締役候補者については、優れた人格、見識、能力及び豊富な経験とともに、高い倫理
観を有していることを条件としつつ、当社の取締役にふさわしい人材を社内外問わず広く人選す
ることを基準としております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
　

すず き よしとも

１鈴木 芳知
生年月日 1957年９月14日 所有する当社の株式数 5,500株

略歴、当社における
地位及び担当

（重要な兼職の状況）

1988年４月 ジャスコ㈱（現イオン㈱）入社
2005年５月 同社執行役
2006年５月 同社常務執行役
2007年５月 イオン商品調達㈱代表取締役社長
2010年４月 イオンリテール㈱執行役員食品・デリカ商品本部長
2011年４月 同社執行役員食品商品企画本部長
2011年11月 ㈱山陽マルナカ専務取締役
2013年５月 当社代表取締役社長兼執行役員（現任）
2013年９月 当社新規事業推進本部長
2014年３月 当社商品本部長
2015年３月 当社営業本部長
2016年４月 当社開発本部長（現任）
2017年３月 当社営商サポート本部長（現任）

取締役候補者とした
理由

鈴木芳知氏はイオングループの複数企業における主要な部門での経験と経営者とし
ての幅広い見識を有し、当社経営トップとしてリーダーシップを発揮し、当社の主
要部門をはじめさまざまな部門に精通する等、当社の代表取締役に相応しい経験と
能力を有しております。取締役会では最高責任者として経営方針を明確に打ち出し
ているためであります。

特別の利害関係 鈴木芳知氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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再任

再任

もちづき しゅんじ

２望月 俊二
生年月日 1955年10月５日 所有する当社の株式数 5,200株

略歴、当社における
地位及び担当

（重要な兼職の状況）

1978年３月 ジャスコ㈱（現イオン㈱）入社
2007年４月 当社執行役員
2007年６月 当社取締役（現任）財務担当
2014年５月 当社常務執行役員（現任）管理・総合企画本部長兼新規事業推進部長
2016年２月 当社経営管理本部長（現任）

取締役候補者とした
理由

望月俊二氏は経理・財務等の業務や経営に長年携わり、豊富な経験と見識を兼ね備
え、常務執行役員経営管理本部長としてその手腕を発揮しつつ、取締役としての立
場からは、適宜的確な指導を行い当社のガバナンス体制の強化に努めていることか
ら、取締役会の監督機能の維持・強化が期待されているためであります。

特別の利害関係 望月俊二氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

ひろむら あつし

３廣村 敦
生年月日 1955年10月１日 所有する当社の株式数 7,400株

略歴、当社における
地位及び担当

（重要な兼職の状況）

1978年４月 当社入社
2005年４月 当社執行役員（現任）
2007年６月 当社取締役（現任）総合企画・情報システム担当
2009年５月 当社商品担当兼商品部長
2012年４月 当社開発担当
2013年９月 当社開発本部長
2014年３月 当社中国事業担当（現任）

取締役候補者とした
理由

廣村 敦氏は当社の取締役総合企画・情報システム担当、商品担当兼商品部長、開
発担当、中国事業担当等を歴任しており、これらの幅広い経験と能力を有している
ためであります。

特別の利害関係 廣村 敦氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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再任

再任

おか だ くにかず

４岡田 邦和
生年月日 1961年８月29日 所有する当社の株式数 3,600株

略歴、当社における
地位及び担当

（重要な兼職の状況）

1984年３月 当社入社
2014年３月 当社商品本部副本部長
2014年５月 当社取締役兼執行役員（現任）商品本部長
2015年３月 当社営業副本部長
2016年２月 当社営業本部長（現任）兼ザ・ビッグ事業部長兼伊賀・滋賀営業部長
2016年12月 当社営業本部長兼愛知・岐阜営業部長

取締役候補者とした
理由

岡田邦和氏は当社の営業部長、商品部長、商品本部副本部長等を歴任し、これらの
経験と専門的能力を有しているためであります。

特別の利害関係 岡田邦和氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

つくりみち まさあき

５作道 政昭
生年月日 1969年６月27日 所有する当社の株式数 2,000株

略歴、当社における
地位及び担当

（重要な兼職の状況）

1992年３月 北陸ジャスコ㈱（現イオン㈱）入社
2013年３月 当社第２営業部長
2014年３月 当社営業本部第３・第４営業部長
2014年９月 当社営業本部副本部長兼業務改革担当
2015年３月 当社商品本部長（現任）
2015年５月 当社取締役兼執行役員（現任）
2017年３月 当社畜産部長（現任）

取締役候補者とした
理由

作道政昭氏は当社の営業部長、営業本部副本部長兼業務改革担当、商品本部長等を
歴任し、これらの経験と専門的能力を有しているためであります。

特別の利害関係 作道政昭氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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再任 社外取締役就任年数　２年 社外取締役候補者
独立役員
候補者

たかしま けんいち

６高島 健一
生年月日 1947年10月２日 所有する当社の株式数 0株

略歴、当社における
地位及び担当

（重要な兼職の状況）

1976年９月 本田技研工業㈱入社
1996年６月 同社財務部長
1998年６月 同社取締役経理部長
2000年６月 同社常勤監査役
2003年６月 同社特別顧問
2010年４月 年金積立金管理運用独立行政法人常勤監事
2014年６月 日立造船㈱社外監査役（現任）
2015年５月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした
理由

高島健一氏は上場会社での財務・経理部門の経験と取締役、監査役等の要職を歴任
し、企業経営に関する豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社のグループ経営及び
ガバナンス体制の強化に貢献しており、取締役会の監督機能の維持・強化すること
が期待できるためであります。

特別の利害関係 高島健一氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　

（注）当社は、高島健一氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任につき、法令が定める額を限度額
とする責任限定契約を締結しており、本総会において同氏が再任された場合には、本契約を継続する予
定であります。
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再任 社外取締役就任年数　１年 社外取締役候補者
独立役員
候補者

はねいし きよみ

７羽石 清美
生年月日 1963年２月22日 所有する当社の株式数 500株

略歴、当社における
地位及び担当

（重要な兼職の状況）

1993年12月 太田昭和アーンスト・アンド・ヤング㈱（現 ＥＹ税理士法人）入社
1997年１月 ㈱さくら綜合事務所 入社

監査法人さくら綜合事務所（現 さくら萌和有限責任監査法人）入所
2000年４月 公認会計士登録
2000年11月 朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人)入所
2005年10月 農林水産省 入省（任期付国家公務員）
2009年10月 有限責任あずさ監査法人 入所
2012年３月 消費者庁 入庁（任期付国家公務員）
2013年９月 羽石清美公認会計士事務所 所長（現任）
2013年11月 税理士登録
2015年６月 ㈱ツムラ 社外監査役（現任）
2016年５月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした
理由

羽石清美氏は公認会計士、税理士の資格を有しており、また、監査法人、行政省
庁、上場会社の社外監査役等の要職を歴任していることから、その豊富な専門知識
と経験を活かし、当社のグループ経営及びガバナンス体制の維持・強化することが
期待できるためであります。

特別の利害関係 羽石清美氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　

（注）当社は、羽石清美氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任につき、法令が定める額を限度額
とする責任限定契約を締結しており、本総会において同氏が再任された場合には、本契約を継続する予
定であります。
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再任 社外監査役就任年数　４年 社外監査役候補者

第２号議案　 監査役２名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役 井上義信氏は任期満了となり、また、監査役 米谷直氏が
辞任により退任されますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

　

いのうえ よしのぶ

１井上 義信
生年月日 1953年１月21日 所有する当社の株式数 0株

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

1976年４月 ジャスコ㈱（現イオン㈱）入社
1999年２月 山陽マックスバリュ㈱管理本部・経営管理部長
2000年10月 ジャスコ㈱（現イオン㈱）情報システム部物流システムグループマネジャー
2002年２月 同社経営監査室
2006年３月 ㈱イオンファンタジー人事総務本部総務グループチーフマネジャー
2008年５月 同社取締役財経本部長
2011年５月 同社取締役ＩＴ・管理本部長
2012年４月 ㈱光洋常勤監査役（現任）
2013年５月 当社監査役（現任）

社外監査役候補者とした
理由

井上義信氏はイオングループの複数企業の取締役等を経験しており、その豊富な経
験と見識から当社の経営に対して的確な助言、監督を行っているためであります。

特別の利害関係 井上義信氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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新任
ほん ま みつお

２本間 三男
生年月日 1955年７月11日 所有する当社の株式数 0株

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

1978年３月 ジャスコ㈱（現イオン㈱）入社
2004年９月 同社営業コントロール部長
2008年９月 ㈱マイカル（現イオンリテール㈱）コントロール部長
2011年２月 イオンリテール㈱北関東カンパニー経営企画部長
2014年３月 イオンタウン㈱財経統括部長
2014年５月 同社取締役財経本部長（現任）

社外監査役候補者とした
理由

本間三男氏はイオングループ企業の取締役を経験しており、また、財務及び会計に
関する相当程度の見識を有していることから、その豊富な経験と見識を活かし、当
社の監査体制の維持・強化することが期待できるためであります。

特別の利害関係 本間三男氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
　

以 上
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１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果
　当連結会計年度における経営環境は、企業収益や雇用・所得環境の改善が進み、緩やかな
回復基調となる一方、中国経済の成長鈍化や英国のＥＵ離脱、米国大統領選後の為替市場の
不安定感等、世界経済は先行き不透明な状況が継続しました。
食品小売業界においては、生活防衛意識の高まり等により、個人消費は横ばい傾向であり
ましたが、業種業態を越えた競争は激しさを増し、厳しい経営環境が続きました。
　このような状況の中、当社は「ハレの日から普段使いまで、毎日のおいしい食卓をご提供
する近くて便利なスーパーマーケット」を目指し、「『おいしい』でつながる。」をブランド
メッセージとしました。そして、愛知・岐阜・三重・滋賀の店舗展開地域における更なるシ
ェアアップを図るため、営業力の強化、商品力の強化に取り組みました。
　営業面では、2016年７月に「マックスバリュ エクスプレス天白植田店」（名古屋市天白
区）、11月には「マックスバリュ津丸之内店」（三重県津市）、「マックスバリュ左京山店」
（名古屋市緑区）を新規出店し、期末現在の国内店舗数は115店舗となりました。また、６
月には「マックスバリュ甲南店」（滋賀県甲賀市）をディスカウント業態の「ザ・ビッグ エ
クスプレス甲南店」に業態変更しました。並行して、お客さまのニーズにお応えする商品の
導入及び売場の変更や店舗内外の設備の更新を行なう改装を11店舗で実施するとともに、
買物の利便性向上を目指し、医薬品売場を新たに３店舗で導入しました。加えて、2016年
６月より導入したＷＡＯＮポイントカードを活用した販売促進活動やお買い上げデータに基
づく商圏分析に取り組みました。
　また、年間５２週販売計画の精度向上を図るため、重点販売商品の拡販等、お客さまの購
買意欲を促進する売場づくりに取り組みました。お買得にお買物いただけるよう曜日ごとに
販売促進企画を実施する一方、週末やハレの日には食卓に上がる機会の多い「焼肉・ステー
キ」「寿司」等、ごちそうメニューとなる高付加価値商品を販売するとともに、インターネ
ットを利用したレシピの提供等も実施しました。
　商品面では、個食・即食・簡便をキーワードに、生鮮・惣菜部門の販売強化に注力し、鮮
度や品質、おいしさにこだわった商品のご提供に努めました。焼き立てパンや寿司・サラ
ダ・惣菜等において、新規商品の開発や発掘も継続して行い、さらに原材料の調達や提供方
法の改善にも取り組みました。また、発注精度の向上や適正在庫の維持のため、デイリー部
門に新発注システムを導入しました。
　これらの取り組みにより、売上高が伸長するとともに、荒利益率も改善しました。また、
販売費及び一般管理費が計画内で推移したことにより、営業利益が増加しました。
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　連結子会社２社（永旺美思佰楽（江蘇）商業有限公司、デリカ食品株式会社）については
概ね計画どおり推移しました。
　以上の結果、当連結会計年度の営業収益（売上高とその他の営業収入の合計）は1,773億
96百万円、営業利益40億84百万円、経常利益41億50百万円となり、減損損失４億98百万
円を計上したことなどにより親会社株主に帰属する当期純利益は20億34百万円となりまし
た。

部門別の売上高の状況
　部門別の売上状況は、次のとおりであります。

　

区 分

当連結会計年度
（2016年
2017年

３
２
月
月
１
28
日から
日まで）

売 上 高 （千円） 前 期 比 （％）

生 鮮 食 品

農 産 19,473,751 104.4

水 産 11,019,184 101.9

畜 産 14,324,320 101.0

デ イ リ ー 45,791,990 102.1

デ リ カ 17,180,105 104.0

小 計 107,789,353 102.6

グ ロ サ リ ー

一 般 食 品 ・ リ カ ー 40,059,336 101.8

菓 子 8,944,597 100.7

ノ ン フ ー ズ 8,994,020 99.9

小 計 57,997,954 101.4

そ の 他 7,094,690 99.2

合 計 172,881,998 102.1
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（2）環境保全・社会貢献活動の状況
　当社は「社会のお役に立つ」という経営理念のもと、よき企業市民として社会的責任を果
たし企業価値を継続的に高めるため、環境保全活動や社会貢献活動に取り組んでおります。

　
環境保全活動
　CO２排出削減や循環型社会への取り組みとして、空調設備・冷凍冷蔵設備・照明設備等の
省エネ設備の導入、ペットボトル・アルミ缶・食品トレイ・牛乳パック等の店頭回収、食品
循環資源のリサイクルループ構築など各種リサイクル活動を積極的に推進しております。
　レジ袋削減の取り組みでは、2007年９月以降、行政や市民団体と協働でレジ袋無料配布
中止を推進しており、レジ袋無料配布中止に伴い有料で販売したレジ袋の収益金は、自治体
や市民団体を通じて環境保全や地域貢献に役立てられています。
　お客さまに環境保全について考えていただくことを目的として、当社主催の環境フェステ
ィバルを、６月に多気クリスタルタウンショッピングセンター、10月にイオンタウン名西、
11月にイオンタウン大垣にて開催しました。当社の環境保全への取り組み紹介のほか、お
取引先様や地域のボランティア団体様にも出展いただき、「環境保全」をテーマに工作やク
イズ、パネル展示などを行い、大人も子どもも楽しみながら環境保全について考えていただ
く機会としています。今後も各地域で行政や諸団体が開催する環境イベントなどに参加し、
地域コミュニティとの連携を深めてまいります。
　また、当社が導入している環境マネジメントシステムとの連動により、継続的に環境保全
に向けた取り組みを行ってまいります。

　
社会貢献活動
　当社は地域への社会貢献活動に積極的に取り組み、イオン各社との連携により毎月11日
を「イオン・デー」として社会貢献活動に取り組む日としています。「イオン幸せの黄色い
レシートキャンペーン」では、お客さまより投函いただいたレシート合計金額の１％である
年間約1,176万円相当の物品を参加登録1,152団体に還元させていただきました。また、３
月には東北地震復興支援の一環として取り組む「東北支援幸せの黄色いレシートキャンペー
ン」を実施、期間中、ご来店いただいたお客さまに投函いただいたレシートの合計金額の１
％となる約460万円を復興支援に取り組む「いわての学び希望基金」様に寄付させていただ
きました。
　毎月、各事業所では「クリーン活動」に取り組み、事業所周辺の道路清掃を行っていま
す。４月には、伊勢志摩サミット開催を控えた開催地の志摩市にて、当社を含むイオングル
ープ従業員約400名が合同で志摩市街にてクリーン活動を実施しました。
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　当社は直接お客さまに接することができる小売業の事業特性を活かし、「熊本地震緊急支
援募金」（合計約910万円）など計７つの募金活動（総額約1,502万円）を実施しました。
　お客さまに安全・安心にお買い物していただける環境づくりを目的とし、従業員の認知症
サポーター養成にも取り組み、養成講座の受講人数は累計2,217名となりました。当社で
は、新規開店する店舗の従業員が防犯訓練や消防訓練に参加するほか、店舗に設置するＡＥ
Ｄ（自動体外式除細動器）の取り扱い方法を学ぶ講習も受講しています。
　障がい者支援の取り組みとして、イオン社会福祉基金のボランティア給付を活用し、各店
舗の従業員が施設へ訪問するなどボランティア活動にも取り組んでおります。今年度は21
店舗で計48回行い、地域の皆さまと触れ合う機会となりました。また、５月にはイオン社
会福祉基金より、障がい者支援に長年取り組まれている社会福祉法人千種福祉会「うえの授
産所」様に福祉車両１台を贈呈させていただきました。

　
（3）設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は19億56百万円となりました。
これは主に下記店舗の新設等によるものであります。

　

開 店 日 名 称 所 在 地

2016年７月28日 マックスバリュ エクスプレス天白植田店 名古屋市天白区

2016年９月１日 福船プロセスセンター 名古屋市中川区

2016年11月３日 マックスバリュ津丸之内店 三重県津市

2016年11月19日 マックスバリュ左京山店 名古屋市緑区
　
（4）資金調達の状況
　設備投資に係る必要な資金は、自己資金及び借入金によりまかなっております。

　
（5）対処すべき課題
　小売業を取り巻く環境は、国内景気の影響を受け、生活防衛意識の高まり等により、依然
として個人消費の先行きは不透明な状況が続くと考えております。また、消費行動の変化に
も機敏に対応し、お客さまのニーズにスピーディーに対応することが必要となっておりま
す。こうした状況の中、当社グループが経営戦略を実現するための対処すべき課題は以下の
とおりです。
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① 営業力と商品力の強化
　業種業態を越えた競争が激化する中、お客さまのご来店頻度を高めるため、異業種にも
打ち勝つことができる品揃えや商品加工技術のレベルアップ、売場構築力の向上に努める
とともに、生鮮及び惣菜部門の商品開発や商品調達、サプライチェーンの改革にも取り組
んでまいります。
　一方で、営業力を高めていくための原資となり得る収益性の向上にも取り組み、現状の
労働人口の減少等に対応するべく、店舗オペレーションの単純化・標準化や販売方法の改
善について、ＩＴを活用しながら、生産性の向上を進めてまいります。

② エリアシェアの拡大とより強固な地域ドミナントの形成
　愛知・岐阜・三重・滋賀の各県及び中国江蘇省において、地域ナンバーワンのスーパー
マーケットを目指すため、店舗フォーマットごとのモデルを明確にするとともに、売上予
測精度の向上を図り、出店拡大に取り組み、より強固なドミナントを形成してまいりま
す。また、地域に根ざした店舗運営を実行し、お客さま満足の向上を実現してまいりま
す。
③ 財務基盤の強化
　当社グループの持続的な成長を目指し、キャッシュ・フロー経営が実現できる体制の構
築を目指すとともに、有利子負債の削減等、財務構造の改善にも取り組んでまいります。
　また、店舗運営コストの見直し等を図り、販売費及び一般管理費の適正化を進め、収益
構造の改善を図ってまいります。
④ ダイバーシティ経営の推進
　当社は、絶えざる革新による持続的な成長を実現するべく、従業員が有する多様なスキ
ルや能力、価値観を活かして新しい価値を創造する「ダイバーシティ経営」を重要な柱と
位置づけています。女性の活躍という点では、イオングループが掲げる「２０２０年女性
管理職比率５０％の達成」を目指し、管理職候補者の育成とともに、育児と仕事を両立で
きる労働環境の整備を図ってまいります。また、外国籍人材についても積極的な採用と育
成を進めてまいります。

　株主の皆さまにおかれましては、今後ともなお一層のご支援を賜りますよう、心からお願
い申しあげます。
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（6）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

　

期 別

区 分
第41期

(2013年2014年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

第42期
(2014年2015年

３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

第43期
(2015年2016年

３
２
月
月
１
29
日から
日まで)

第44期（当期）
(2016年2017年

３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

営 業 収 益（千円） 153,218,314 164,944,975 173,902,291 177,396,214
経 常 利 益（千円） 1,763,444 538,694 3,194,369 4,150,755
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益（千円） 393,593 212,119 1,310,344 2,034,716

１株当たり当期純利益 （円） 12.43 6.70 41.42 64.40
潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益 （円） 12.39 6.68 41.29 64.20

総 資 産（千円） 44,671,630 48,877,269 47,991,187 49,160,672
純 資 産（千円） 16,140,275 16,048,206 16,396,424 17,879,591
１株当たり純資産 （円） 499.51 494.36 515.59 561.50

② 当社の財産及び損益の状況
　

期 別

区 分
第41期

(2013年2014年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

第42期
(2014年2015年

３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

第43期
(2015年2016年

３
２
月
月
１
29
日から
日まで)

第44期（当期）
(2016年2017年

３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

営 業 収 益（千円） 152,635,919 163,294,479 171,739,218 175,783,911
経 常 利 益（千円） 1,869,661 1,070,814 3,665,739 4,319,239
当 期 純 利 益（千円） 477,329 503,169 846,317 1,759,147
１株当たり当期純利益 （円） 15.08 15.89 26.75 55.68
潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益 （円） 15.03 15.84 26.67 55.50

総 資 産（千円） 43,861,028 48,236,432 47,264,701 48,472,783
純 資 産（千円） 15,767,291 15,974,510 16,226,944 17,669,974
１株当たり純資産 （円） 495.72 502.01 511.33 556.66
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（7）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　当社の親会社はイオン株式会社であり、同社は当社の株式を21,140千株（議決権比率
66.90％）保有しております。
　
② 親会社等との間の取引に関する事項
イ．当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項
当社は親会社との間で「資金の貸付」の取引を行っておりますが、当該取引をするに

当たっては、当該取引の必要性及び取引条件が第三者との取引と著しく相違しないこと
等に留意し、合理的な判断に基づき、公正かつ適正に決定しております。
ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
上記の取引における利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しており、取締役会と
しても利益を害するものではないと判断しております。

ハ．取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
該当事項はありません。

　
③ 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

％
永旺美思佰楽（江蘇）商業有限公司 120百万人民元 73.33 食品スーパーマーケットの経営
デ リ カ 食 品 株 式 会 社 20百万円 100.00 豆腐・惣菜等の製造業
（注）フレックスオートライフ株式会社は2017年２月13日付で清算結了いたしました。
　
④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（8）主要な事業内容（2017年２月28日現在）
　当社グループは、食料品、日用雑貨品等の小売販売を主体とし、その他これに付随する業
務として、店舗等の不動産賃貸業務及び食料品の製造、加工等を行っております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年04月17日 11時04分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

― 18 ―

（9）主要な拠点等（2017年２月28日現在）
① 当社
本社事務所 名古屋市中区錦一丁目18番22号
三重事務所 三重県松阪市大口町255番地の１
店 舗 愛知県 49店舗

岐阜県 ８店舗
三重県 52店舗
滋賀県 ６店舗

（注）当期の新設店舗
2016年７月28日 マックスバリュ エクスプレス天白植田店 （名古屋市天白区）
2016年11月３日 マックスバリュ津丸之内店 （三重県津市）
2016年11月19日 マックスバリュ左京山店 （名古屋市緑区）

② 子会社
永旺美思佰楽（江蘇）商業有限公司
本 社 中華人民共和国江蘇省蘇州市高新区玉山路168号
店 舗 江蘇省蘇州市 １店舗

（注）当期の閉店店舗
2016年６月30日 マックスバリュ東環店 （蘇州市工業園区）

　

デリカ食品株式会社
本社及び工場 三重県松阪市大口町185番地の１
北勢プロセスセンター 三重県四日市市河原田町字溝東1077番地の11

　
（10）使用人の状況（2017年２月28日現在）

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,355名 9名減

（注）１．使用人数は就業人員であり、上記使用人のほかパートナー社員（パートタイマー他）は5,109名（但
し、１日８時間換算による）であります。

２．使用人数には受入出向者18名を含んでおります。
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（11）主要な借入先（2017年２月28日現在）
借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 第 三 銀 行 833,328千円

株 式 会 社 百 五 銀 行 783,240

株 式 会 社 三 重 銀 行 557,500

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 539,000

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行 300,000

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

（13）事業の譲渡、合併等企業再編行為等
　該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 80,000,000株

（2）発行済株式の総数 31,734,623株（自己株式134,582株を含む）

（3）株 主 数 20,985名

（4）単元株式数 100株

（5）大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
イ オ ン 株 式 会 社 21,140 66.89
株 式 会 社 百 五 銀 行 662 2.09
株 式 会 社 ウ メ モ ト 636 2.01
株 式 会 社 第 三 銀 行 631 1.99
三 菱 食 品 株 式 会 社 597 1.89
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 385 1.21
マ ッ ク ス バ リ ュ 中 部 取 引 先 持 株 会 361 1.14
竹 内 晶 子 325 1.02
加 藤 産 業 株 式 会 社 300 0.94
マ ッ ク ス バ リ ュ 中 部 従 業 員 持 株 会 287 0.91

　

（注） 持株比率は自己株式（134,582株）を控除して計算しております。

（6）その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
　当事業年度末日における当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況

　

名 称
（発行日） 行使期間 新株予約権の数 目的となる

株 式 の 数 保有者数 発行価額 行使価額

第１回新株予約権
（2008年４月１日）

2008年
2023年

５
４
月
月
１
30
日〜
日 8個 800株 取締役

　１名
１株当たり
788円

１株当たり
１円

第２回新株予約権
（2009年４月１日）

2009年
2024年

５
４
月
月
１
30
日〜
日 25個 2,500株 取締役

　１名
１株当たり
788円

１株当たり
１円

第３回新株予約権
（2010年４月１日）

2010年
2025年

５
４
月
月
１
30
日〜
日 25個 2,500株 取締役

　１名
１株当たり
760円

１株当たり
１円

第４回新株予約権
（2011年４月１日）

2011年
2026年

５
４
月
月
１
30
日〜
日 23個 2,300株 取締役

　１名
１株当たり
699円

１株当たり
１円

第５回新株予約権
（2012年４月１日）

2012年
2027年

５
４
月
月
１
30
日〜
日 23個 2,300株 取締役

　１名
１株当たり
727円

１株当たり
１円

第６回新株予約権
（2013年５月10日）

2013年
2028年

６
６
月
月
10
９
日〜
日 12個 1,200株 取締役

　１名
１株当たり
832円

１株当たり
１円

第７回新株予約権
（2014年５月10日）

2014年
2029年

６
６
月
月
10
９
日〜
日 36個 3,600株 取締役

　２名
１株当たり
1,077円

１株当たり
１円

第８回新株予約権
（2015年５月10日）

2015年
2030年

６
６
月
月
10
９
日〜
日 63個 6,300株 取締役

　４名
１株当たり
1,097円

１株当たり
１円

第９回新株予約権
（2016年５月10日）

2016年
2031年

６
６
月
月
10
９
日〜
日 147個 14,700株 取締役

　５名
１株当たり
991円

１株当たり
１円

　

　新株予約権の行使の条件（各回共通）
・新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時においても当社の取締役または監査役の地位
にあることを要する。ただし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であっても、退任か
ら５年以内に限って権利行使ができるものとする。
・新株予約権については、その数の全数につき一括して行使することとし、これを分割して行
使することはできないものとする。
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　なお、2017年４月12日開催の取締役会において、当事業年度に係る職務執行の対価として
当社取締役に対して、2017年５月10日にマックスバリュ中部株式会社第10回新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）を発行することといたしました。その主要な事項は次のと
おりであります。

名 称
（発行日） 行使期間 新株予約権の数目的となる株式の種類及び数

交付される
者の人数 発行価額 行使価額

第10回新株予約権
(2017年５月10日)

2017年６月10日〜
2032年６月９日 147個 普通株式

14,700株
取締役
５名

割当日におけ
る会計上の公
正な価額

１株当たり
１円

新株予約権の行使の条件
上記と同様
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４．会社役員に関する事項
（1） 取締役及び監査役の氏名等

　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 鈴 木 芳 知 執行役員開発本部長
取 締 役 望 月 俊 二 常務執行役員経営管理本部長
取 締 役 廣 村 敦 執行役員中国事業担当
取 締 役 岡 田 邦 和 執行役員営業本部長兼愛知・岐阜営業部長
取 締 役 作 道 政 昭 執行役員商品本部長
取 締 役 内 山 一 美 イオン株式会社 顧問、株式会社いなげや 社外取締役
取 締 役 高 島 健 一 日立造船株式会社 社外監査役
取 締 役 羽 石 清 美 公認会計士、税理士、株式会社ツムラ 社外監査役
常 勤 監 査 役 山 崎 猛 マックスバリュ東北株式会社 社外監査役
監 査 役 清 水 良 寛 弁護士、株式会社サンユウ 社外取締役
監 査 役 井 上 義 信 株式会社光洋 常勤監査役

監 査 役 米 谷 直 イオン株式会社 関連企業部、まいばすけっと株式会社
監査役

（注）１．取締役 小泉 覚氏は、2016年５月19日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって任期満了に
より退任いたしました。

２．2016年５月19日開催の第43期定時株主総会において、新たに羽石清美氏が取締役に選任され就任
いたしました。

３．取締役 高島健一、羽石清美の両氏は社外取締役であります。
４．監査役 山崎 猛、清水良寛、井上義信の３氏は社外監査役であります。
５．常勤監査役 山崎 猛氏は、イオングループ企業の財務・経理担当を長年経験しており、財務及び
会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

６．当社は、取締役 高島健一、羽石清美の両氏及び監査役 清水良寛氏を名古屋証券取引所が定める
独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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（2）責任限定契約の内容の概要
　 当社は、会社法第427条第１項の規定により社外取締役 高島健一、羽石清美の両氏及び
社外監査役 清水良寛氏との間に同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める額として
おります。

（3）取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員（名） 支 給 額（千円）
取締役

（うち社外取締役）
８
（２）

120,923
（8,400）

監査役
（うち社外監査役）

３
（３）

17,390
（17,390）

合 計
（うち社外役員）

11
（５）

138,314
（25,790）

（注）１．支給額には、2017年４月12日開催の取締役会決議により、2017年５月10日に株式報酬型ストック
オプションとして付与する新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額（取締役５名17,816千円）及
び役員業績報酬引当金繰入額（取締役５名28,455千円）を含んでおります。

２．支給額には、2016年５月19日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含
んでおります。

３．支給人員には、無報酬の取締役１名及び監査役１名は含んでおりません。
４．会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する方針
取締役（社外取締役を除く。）の役員報酬は、定額報酬、業績報酬、株式報酬型ストックオプション
（新株予約権）で構成しております。社外取締役については、定額報酬としております。これら報酬の
水準は、当社の業績や個人の実績、貢献度を考慮し、取締役会で決定しております。監査役の報酬は、
定額報酬とし、常勤、非常勤等を勘案して、各監査役の協議により決定しております。
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（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
・取締役 高島健一氏は、日立造船株式会社の社外監査役を兼務しております。同社と
当社の間には取引その他の関係はありません。

・取締役 羽石清美氏は、株式会社ツムラの社外監査役を兼務しております。同社と当
社の間には取引その他の関係はありません。
・常勤監査役 山崎 猛氏は、マックスバリュ東北株式会社の社外監査役を兼務してお
ります。同社は当社の親会社であるイオン株式会社の子会社であります。
・監査役 清水良寛氏は、株式会社サンユウの社外取締役を兼務しております。同社と
当社の間には取引その他の関係はありません。

・監査役 井上義信氏は、株式会社光洋の常勤監査役を兼務しております。同社は当社
の親会社であるイオン株式会社の子会社であります。

② 当事業年度における主な活動状況
　取締役 高島健一、羽石清美の両氏は、取締役会に出席し、それぞれの豊富な専門知識
と経験、社外の立場から助言、提言を適宜行っております。
　常勤監査役 山崎 猛、監査役 清水良寛、井上義信の各氏は、監査役会及び取締役会
に出席し、それぞれの専門的見地・経験から意思決定の妥当性・適法性を確保するための
助言・提言等を適宜行っております。

　
　 取締役会・監査役会への出席状況

社外役員氏名 取締役会（18回開催） 監査役会（15回開催）
取 締 役 高 島 健 一 18回出席 ―
取 締 役 羽 石 清 美 13回出席 ―
常勤監査役 山 崎 猛 18回出席 15回出席
監 査 役 清 水 良 寛 18回出席 15回出席
監 査 役 井 上 義 信 18回出席 15回出席

　 （注）取締役 羽石清美氏の出席状況は、就任後における当事業年度取締役会13回開催のうちの出席回
数であります。
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③ 当社の親会社または当社の親会社の子会社から当事業年度に役員として受けた報酬等の
総額

社外監査役 ２名 14,100千円
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当社の会計監査人としての報酬等の額

36,000千円
② 当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額

36,000千円
（注）１．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

監査方法及び監査の内容などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に
係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．当社の子会社である永旺美思佰楽（江蘇）商業有限公司は、当社の会計監査人以外の監査法人の
監査を受けております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づいて会計監査人を解任します。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任した
理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につ
いて取締役会において決議しております。その内容は、以下のとおりであります。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役及び従業員の職務の執行が法令・定款に適合し、かつ企業倫理観の向上を図るため
次のコンプライアンス体制を構築します。
①イオングループとして共有する「イオン行動規範」及び当社の「私達の理念」を全ての行
動の基本理念とし、これを取締役及び使用人に対し周知徹底するために、「ハンドブッ
ク」、「コンプライアンス基礎」等を通じて法令遵守と倫理意識の向上を図っています。
②法令遵守を徹底するため、コンプライアンスに係る施策の整備・運用状況を審議する機関
として、取締役、監査役、各部門長を委員とする「リスク管理委員会」を定期的に実施し
ています。また、「内部統制推進委員会」を定期的に開催し、内部統制システム及び財務
報告に係る内部統制の構築・推進について審議しております。また、重要な課題について
は、取締役会で報告しております。
③財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係わる各種規程・マニュアル・手順書の整
備を進めるとともに、財務・経理関係の組織・体制の強化を進め、さらにその関係及び本
部内各部署の内部監査を強化・充実してまいります。
④取締役並びに監査役がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかにコンプライ
アンス部門に報告する体制としています。また、使用人については、当社独自の内部通報
制度（マックスバリュ中部１１０番）またはグループ全従業員を対象としたイオン内部通
報制度（イオン行動規範１１０番）により直接報告できる体制を整えています。
⑤当社は社会秩序や健全な企業活動を阻害するおそれのある反社会的勢力との一切の関係を
遮断し、また、反社会的勢力との接触を未然に回避するとともに、万一それらの勢力から
の不当な要求を受けた場合には、警察・弁護士等の外部関連機関と連携し、組織全体とし
て毅然とした態度で法的手段を含めた対応をします。

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①取締役会議事録及び関連資料、経営会議議事録及び関連資料、取締役を最終決裁者とする
決裁申請書、通常決裁申請書等、取締役の職務の遂行に係る文書（電磁的記録を含む）
は、これに関する資料とともに「文書管理規程」、その他関連規程に従い、各主管部署が
保管します。
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②監査役から上記の文書等の閲覧請求があった場合、速やかに提出できる状態を維持しま
す。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①リスク管理体制として、「リスク管理規程」「リスク評価規程」に基づき、個々のリスク
（経営戦略、業務運営、環境、災害等のリスク）の責任及び対応部署を定めるとともに、
企業集団としてリスクを統括的に管理する体制を確保します。
②定期的に「リスク管理委員会」を開催し、各部署のリスク管理の状況を確認するととも
に、発生事案の原因分析と予防対策の検討を行います。また、重要な事案については、経
営会議、取締役会にて報告します。
③経営に重要な影響を及ぼす不測の事態が発生した場合は、代表取締役を本部長とする対策
本部を設置し、迅速な対応による拡大の防止策、再発防止策を講じています。
　

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①職務執行を効率的に行うために、経営に係る重要事項については、「組織規程」「職務責任
権限規程」「会議規程」等の社内規程に従い、各部門の会議、経営会議、予算会議等で協
議した上で、取締役会に提案・決定しています。
②取締役会での決定に基づき、各業務部門を担当する担当取締役は、具体的な施策を迅速・
効率的に遂行します。

　
（5）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制
①当社は、グループ各社の関係部門が定期的に開催する分野別担当者会議に出席し、法改正
の動向と対応策及び業務効率化に資する対処事例の水平展開を進めています。当社として
は、水平展開の候補事例の通知を受けるほか、コンプライアンス状況等に係る報告等を適
宜受ける体制としており、具体的対応の決定については、当社が自主決定しております。
②当社は、子会社の業務の適正を確保するため、当社内部監査部門が定期的に子会社の監査
を実施するとともに、「関係会社管理規程」に基づき、経営管理部門が横断的に指導して
います。
③子会社は、営業状況、財務状況、その他重要な情報について、当社取締役会において定期
的に報告をしています。
④取締役は、子会社の取締役会等重要な会議に出席し、統括的に管理及び指導を行っていま
す。
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（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
①監査役より、その職務を補助すべき使用人の配置を求められた場合は、当社の使用人から
補助者を任命するものとします。
②監査役の補助業務に当たる者は、その間は監査役の指示に従い職務を行うものとします。

　
（7）上記6.の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役がその業務を補助すべき使用人を選定した場合、その使用人の独立性を確保するた
め、必要としている期間の使用人に関する異動・人事考課等、人事権に係る事項の決定には
監査役の事前の同意を必要とするものとします。

　
（8）監査役の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査役がその業務を補助すべき使用人を選定した場合、その使用人は他部署の使用人を兼
務せず、もっぱら監査役の指揮命令に従わなければならないものとします。

（9）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等から当社の監査役への報告を確保するた
めの体制
①監査役は、取締役会をはじめとした当社の重要な会議に出席し、取締役及び従業員の業務
執行状況を把握します。
②取締役及び使用人に対し、監査役から質問、資料閲覧請求があった場合、迅速かつ速やか
に対応する体制とします。
③各業務担当取締役は、定期的に監査役とのミーティングを行い、業務執行状況を報告しま
す。

（10）上記（9）の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けな
いことを確保するための体制
　当社は、監査役へ報告を行った取締役及び使用人等に対し、当該報告をしたことを理由
として不利な扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役及び使用人等に周知徹底します。
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（11）監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する体制
　監査役が職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をした時は、経営管理部門が
確認を行い、当該請求に係る費用または債務が監査役の職務に必要でないと認められた場
合を除き、速やかに当該費用または債務を処理します。

（12）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役と代表取締役社長並びに各業務執行取締役、監査法人との定期的な意見交換の場を
設定します。
②監査役が必要と認めた場合、弁護士、公認会計士等の外部専門家に対し、監査業務に関す
る助言を受ける機会を設けます。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は前項に記載の「業務の適正を確保するための体制についての決定事項」に基づい
て、適切に内部統制システムが運用されていることを確認しています。当事業年度におけ
る主な運用状況は次のとおりです。

（１）コンプライアンスに対する取り組み
　取締役及び幹部社員を対象としたコンプライアンス研修、主に店長等を対象としたイオ
ン行動規範リーダー研修、担当者を対象とした全従業員セミナー等の階層別教育を実施し、
法令順守と倫理意識の向上を図っております。また、商品部及び営業企画部の担当者を対
象に現場強化セミナーを実施し、下請法及び景品表示法等に関する知識の習得にも努めて
おります。

（２）リスク管理に対する取り組み
　リスク管理委員会を年２回開催し、事件事故の発生状況を共有するとともに、発生事案
の原因分析と予防対策の有効性についての検討を行っております。さらに、リスク評価を
年１回実施し、新たなリスクの発見に努めるとともに、重点取り組みリスクを明確にし、
事件事故を予防する対策の強化と発生時の対応方法の見直しを実施しております。

（３）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の取り組み
　経営管理部門及び監査部門は、定期的に子会社であるデリカ食品株式会社及び永旺美思
佰楽（江蘇）商業有限公司を訪問し、内部統制の整備状況及び運用状況を確認しておりま
す。また、取締役は、子会社の取締役会等重要な会議に出席し、統括的に管理及び指導を
行っております。

（４）取締役の職務執行について
　職務責任権限規程の見直しを実施し、取締役会と経営会議で審議する案件の基準を変更
しました。さらに、事前に経営会議で十分な審議を行い、取締役会において適正かつ迅速
な決定ができるよう経営会議規程を新たに制定する等、取締役の職務執行が効率的に行え
るよう努めております。
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（５）監査役の職務執行について
　監査役会は、社外監査役３名を含む４名で構成されており、常勤監査役からの会社状況
に関する報告及び監査役相互による意見交換が行われております。また、監査役は、取締
役会を含む重要な会議への出席や代表取締役、取締役、他幹部社員、会計監査人及び内部
監査部門と定期的に情報交換を行い、実効性のある監査役監査の実施に努めております。
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８．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、将来の事業展開及び経営基盤強化のための内部留保に配慮しながら、安定的かつ継
続的な配当による利益還元を経営の重要な基本方針としております。
この方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、2017年４月12日開催の取締
役会において、１株につき14円とすることを決議いたしました。なお、配当金の支払開始日
（効力発生日）は2017年５月１日（月曜日）とさせていただきます。
　
　
　
　

　
　

　
　
　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）１．本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。

２．売上高等の記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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連結貸借対照表（2017年２月28日現在） （単位：千円、千円未満切捨）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産 18,843,689 流 動 負 債 24,411,927
現 金 及 び 預 金 2,600,522 買 掛 金 14,213,358
売 掛 金 212,261 １年内返済予定の長期借入金 1,905,148
商 品 4,060,695 未 払 金 及 び 未 払 費 用 3,952,198
貯 蔵 品 69,061 未 払 法 人 税 等 1,441,241
繰 延 税 金 資 産 453,860 未 払 消 費 税 等 509,242
未 収 入 金 3,815,074 賞 与 引 当 金 765,471
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 6,500,000 役 員 業 績 報 酬 引 当 金 50,771
そ の 他 1,132,213 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 129

固 定 資 産 30,316,982 設 備 関 係 支 払 手 形 635,701
（有形固定資産） （21,726,635） そ の 他 938,665
建 物 及 び 構 築 物 13,279,364 固 定 負 債 6,869,152
工 具、 器 具 及 び 備 品 2,161,906 長 期 借 入 金 1,371,260
土 地 5,804,131 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 6,031
そ の 他 481,232 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 20,339

（無形固定資産） （354,271） 退 職 給 付 に 係 る 負 債 159,492
の れ ん 181,506 長 期 預 り 保 証 金 3,140,290
そ の 他 172,764 資 産 除 去 債 務 1,580,848

（投資その他の資産） （8,236,075） そ の 他 590,889
投 資 有 価 証 券 559,756 負 債 合 計 31,281,080
繰 延 税 金 資 産 2,318,298 （ 純 資 産 の 部 ）
差 入 保 証 金 4,606,889 株 主 資 本 17,919,073
そ の 他 867,349 資 本 金 3,950,498
貸 倒 引 当 金 △116,217 資 本 剰 余 金 7,430,760

利 益 剰 余 金 6,681,180
自 己 株 式 △143,366

その他の包括利益累計額 △175,703
その他有価証券評価差額金 32,408
為 替 換 算 調 整 勘 定 45,493
退職給付に係る調整累計額 △253,605

新 株 予 約 権 79,503
非 支 配 株 主 持 分 56,718

純 資 産 合 計 17,879,591
資 産 合 計 49,160,672 負 債 純 資 産 合 計 49,160,672
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連結損益計算書（2016年３月１日から2017年２月28日まで） （単位：千円、千円未満切捨）
科 目 金 額

売 上 高 172,881,998
売 上 原 価 128,059,680

売 上 総 利 益 44,822,317
そ の 他 の 営 業 収 入 4,514,216

営 業 総 利 益 49,336,533
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 45,252,396

営 業 利 益 4,084,137
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 33,061
受 取 保 険 金 33,170
仕 入 割 引 13,993
違 約 金 収 入 10,144
補 助 金 収 入 12,889
そ の 他 51,343 154,603

営 業 外 費 用
支 払 利 息 48,399
為 替 差 損 19,732
そ の 他 19,852 87,985
経 常 利 益 4,150,755

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 7,164 7,164

特 別 損 失
減 損 損 失 498,314
店 舗 復 旧 費 用 110,750
そ の 他 31,375 640,439

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,517,479
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,680,047
法 人 税 等 調 整 額 △60,137 1,619,909

当 期 純 利 益 1,897,569
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △137,146

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,034,716
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連結株主資本等変動計算書（2016年３月１日から2017年２月28日まで） （単位：千円、千円未満切捨）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2016年３月１日残高 3,950,498 7,608,996 5,025,443 △163,055 16,421,882
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △378,978 △378,978
親会社株主に帰属する当期純利益 2,034,716 2,034,716
自 己 株 式 の 取 得 △13 △13
自 己 株 式 の 処 分 △3,837 19,702 15,864
連結子会社の増資による持分の増減 △174,398 △174,398
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― △178,235 1,655,737 19,689 1,497,190
2017年２月28日残高 3,950,498 7,430,760 6,681,180 △143,366 17,919,073

その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2016年３月１日残高 △13,600 77,567 △202,622 △138,655 78,502 34,694 16,396,424
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △378,978
親会社株主に帰属する当期純利益 2,034,716
自 己 株 式 の 取 得 △13
自 己 株 式 の 処 分 15,864
連結子会社の増資による持分の増減 △174,398
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 46,009 △32,073 △50,983 △37,048 1,000 22,024 △14,023

連結会計年度中の変動額合計 46,009 △32,073 △50,983 △37,048 1,000 22,024 1,483,167
2017年２月28日残高 32,408 45,493 △253,605 △175,703 79,503 56,718 17,879,591
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貸借対照表（2017年２月28日現在） （単位：千円、千円未満切捨）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産 17,843,561 流 動 負 債 24,128,173
現 金 及 び 預 金 2,093,938 買 掛 金 14,253,181
売 掛 金 146,364 １年内返済予定の長期借入金 1,871,820
商 品 3,976,971 未 払 金 1,841,139
貯 蔵 品 66,945 未 払 費 用 1,939,743
前 払 費 用 537,767 未 払 法 人 税 等 1,384,700
繰 延 税 金 資 産 443,016 未 払 消 費 税 等 488,067
未 収 入 金 3,835,087 預 り 金 316,917
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 6,500,000 賞 与 引 当 金 752,900
そ の 他 243,468 役 員 業 績 報 酬 引 当 金 46,271

固 定 資 産 30,629,222 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 129
（有形固定資産） （21,479,475） 設 備 関 係 支 払 手 形 635,701
建 物 11,561,226 そ の 他 597,601
構 築 物 1,611,155 固 定 負 債 6,674,635
車 輌 運 搬 具 1,462 長 期 借 入 金 1,371,260
工 具、 器 具 及 び 備 品 2,155,078 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 20,339
土 地 5,804,131 長 期 預 り 保 証 金 3,140,290
建 設 仮 勘 定 139,287 資 産 除 去 債 務 1,552,848
そ の 他 207,132 そ の 他 589,896

（無形固定資産） （343,076） 負 債 合 計 30,802,808
の れ ん 181,506 （ 純 資 産 の 部 ）
そ の 他 161,569 株 主 資 本 17,558,063

（投資その他の資産） （8,806,670） 資 本 金 （3,950,498）
投 資 有 価 証 券 464,449 資 本 剰 余 金 （7,605,158）
関 係 会 社 株 式 117,806 資 本 準 備 金 5,441,207
出 資 金 5,155 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,163,951
関 係 会 社 出 資 金 147,206 利 益 剰 余 金 （6,145,772）
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 327,800 利 益 準 備 金 400,250
長 期 前 払 費 用 631,629 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,745,522
繰 延 税 金 資 産 2,207,536 固定資産圧縮積立金 29,105
差 入 保 証 金 4,588,892 別 途 積 立 金 3,756,450
そ の 他 432,410 繰 越 利 益 剰 余 金 1,959,967
貸 倒 引 当 金 △116,217 自 己 株 式 （△143,366）

評価・換算差額等 32,408
その他有価証券評価差額金 32,408
新 株 予 約 権 79,503

純 資 産 合 計 17,669,974
資 産 合 計 48,472,783 負 債 純 資 産 合 計 48,472,783
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損益計算書（2016年３月１日から2017年２月28日まで） （単位：千円、千円未満切捨）
科 目 金 額

売 上 高 171,220,654
売 上 原 価 127,102,273

売 上 総 利 益 44,118,380
そ の 他 の 営 業 収 入 4,563,256

営 業 総 利 益 48,681,637
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 44,407,672

営 業 利 益 4,273,965
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 38,320
受 取 保 険 金 33,170
仕 入 割 引 13,993
違 約 金 収 入 9,653
そ の 他 35,122 130,260

営 業 外 費 用
支 払 利 息 48,165
為 替 差 損 19,732
そ の 他 17,087 84,986
経 常 利 益 4,319,239

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 7,164 7,164

特 別 損 失
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 540,260
減 損 損 失 323,695
店 舗 復 旧 費 用 110,750
そ の 他 30,095 1,004,802

税 引 前 当 期 純 利 益 3,321,601
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,618,822
法 人 税 等 調 整 額 △56,368 1,562,453

当 期 純 利 益 1,759,147
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株主資本等変動計算書（2016年３月１日から2017年２月28日まで） （単位：千円、千円未満切捨）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰 余 金

2016年３月１日残高 3,950,498 5,441,207 2,167,789 7,608,996 400,250 30,862 3,356,450 978,040 4,765,603
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △378,978△378,978
別途積立金の積立額 400,000△400,000 ―
固定資産圧縮積立金の取崩額 △1,757 1,757 ―
当 期 純 利 益 1,759,147 1,759,147
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △3,837 △3,837
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 ― ― △3,837 △3,837 ― △1,757 400,000 981,926 1,380,168
2017年２月28日残高 3,950,498 5,441,207 2,163,951 7,605,158 400,250 29,105 3,756,450 1,959,967 6,145,772
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（単位：千円、千円未満切捨）
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算差額等
合 計

2016年３月１日残高 △163,055 16,162,042 △13,600 △13,600 78,502 16,226,944
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △378,978 △378,978
別途積立金の積立額 ― ―
固定資産圧縮積立金の取崩額 ― ―
当 期 純 利 益 1,759,147 1,759,147
自 己 株 式 の 取 得 △13 △13 △13
自 己 株 式 の 処 分 19,702 15,864 15,864
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 46,009 46,009 1,000 47,009

事業年度中の変動額合計 19,689 1,396,020 46,009 46,009 1,000 1,443,029
2017年２月28日残高 △143,366 17,558,063 32,408 32,408 79,503 17,669,974
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2017年４月６日

マックスバリュ中部株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 誠 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 川 福 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、マックスバリュ中部株式会社の2016年３月１日から2017年２月
28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、マックス
バリュ中部株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2017年４月６日

マックスバリュ中部株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 誠 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 川 福 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、マックスバリュ中部株式会社の2016年３月１日から2017年
２月28日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2016年３月１日から2017年２月28日までの第44期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。
③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及び
理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えま
した。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。
④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さ
ないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断
及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及びその結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及びその結果は相当であると認めます。

2017年４月10日
マックスバリュ中部株式会社 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 山 崎 猛 ㊞
監 査 役（社外監査役） 清 水 良 寛 ㊞
監 査 役（社外監査役） 井 上 義 信 ㊞
監 査 役 米 谷 直 ㊞

以 上
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